別紙様式５
　
地域支援事業（うち、食品流通円滑化対策を除く。）
（1） 事業の目的及び効果
1 事業の目的
2 事業の効果（価値連鎖・付加価値の拡大）
ア　期待される成果

	


　注：別添可
イ　バリューシステムに係る取組（実需者・消費者へ商品価値の提示を行う取組等）
	


　注：別添可

ウ　イノベーションに係る取組（販路、価値、生産、原材料、組織の５つの分野で新結合を行う取

組）

	


　注：別添可

エ　日本経済全体の底上げに資する取組（競合商品・競合先がなく、新しいマーケットを対象とした

取組等）

	


　注：別添可

（２）行政施策等との関連性
①　第３の１の（２）のアの（ア）の認定総合化事業計画の取組の有無
②　第３の１の（２）のアの（イ）の認定農商工等連携事業計画の取組の有無
③　事業主体の所在する市町村における地産地消の促進計画の策定の有無

④　「人・農地プラン」における中心経営体の該当の有無

⑤　商品の製造工程においてＨＡＣＣＰの取組の有無
⑥　地域再生計画の認定の有無
　　　　（地域再生法（平成１７年法律第２４号）に基づき、内閣総理大臣から認定された地域再生計画に位置付けられた取組であるか。）
⑦　食文化を軸とする観光・産業・文化政策の展開に資する取組の有無
　
（３）事業実施主体の概要及び添付資料
　　①　事業実施主体の概要
    　ア　名　称
    　イ　主たる事務所の所在地
　　　ウ　代表者名
　　　エ　構成員数
　　　オ　従業員数
　　　カ　設立年月日
　　　キ　所有施設の概要
　　②　添付書類
　　　ア　事業実施主体の概況           
　　　（ア）定款又はこれに準ずる規約
　　　（イ）役員等名簿
　　　（ウ）事業計画、収支予算書及び収支決算書等
　　　イ　リース・レンタル機器等の仕様書、カタログ又は見積書
　　　ウ　認定総合化事業計画
　　　エ　認定農商工等連携事業計画
　　　オ　地産地消の促進計画の策定を確認できる資料
　　　カ　「人・農地プラン」の中心経営体に位置付けられていることを確認できる資料

キ　ＨＡＣＣＰの取組を確認できる資料
　　　ク　食文化を軸とする観光・産業・文化政策の展開に資する取組であることを確認できる資料
ケ　内閣総理大臣により認定を受けた地域再生計画
コ　その他事業承認者が特に必要と認める書類
　　注：申請に際し必要な書類を添付すること。
（４）事業実施主体の組織体系図
	


（５）事業目標及び事業内容等
①　プロジェクト調査・検討の実施
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


　　　　注１：目標（達成すべき成果）欄には、達成すべき定量的な目標について記入すること。

注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
　　　　
イ　事業内容
（ア）プロジェクト検討委員会の開催
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


　　　　注：会議の主な内容については、その経過が明らかになるように開催ごとに記入すること。
（イ）活動資料の作成                                      
	実施時期
	内　容
	主な配布先・配布部数

	
	
	
	部


（ウ）プロジェクト調査の実施
	実施時期
	調査対象業種
及び人数
	調査方法
	調査内容
	備　考

	
	
	
	
	


（調査員等の設置）
	設置時期
	所属（役職）
	備　考

	
	
	


　　　　注：備考欄には、事業実施主体の常勤役職員を調査員等として配置する場合、具体的な理由を記入
すること。　
（エ）６次産業化に向けた計画・工程表等の作成
	作成時期
	内　容

	       　　　

	


　　注：作成した計画・工程表について配布する予定がある場合は、その配布先及び配布部数について記載すること。

②　新商品開発・販路開拓支援事業
②－１　新商品開発等
　　ア　事業目標
	（計画名）
（本事業着手に到る経緯）
（事業目標）



　　　注１：複数年度にわたる事業計画については、新商品開発・商品化・販路開拓に取り組む計画とし、
事業計画全体の事業目標を記入すること。
　　　　注２：事業目標には、開発する商品の具体的な特徴（開発する商品の新規性、活用する国産原材料
又は製造工程の先進性や独自性等）、販路開拓の戦略、本事業による取組内容等を記入の上、達成すべき成果（商　　　　　　　　　　　　　商品化による効果、売上高等を明記すること。
注３：認定総合化事業計画及び認定農商工等連携事業計画に係る事業については、本項目を省略す
ることができる。
　　

イ　事業全体計画
	事業計画期間（事業計画全体の期間を記入）

	開始年月：平成　　年　　月
終了年月：平成　　年　　月

	年度別事業概要

	年　度
	計　　画
	実　　績

	①平成　　年度
	
	

	②平成　　年度
	
	

	③平成　　年度
	
	


注１：年度別事業概要欄に、年度別（当年４月から翌年３月まで）の事業概要を記入すること。また、事業実施後は、実施年度ごとに実績欄に取組実績を記入すること。
注２：認定総合化事業計画及び認定農商工等連携事業計画に係る事業については、本項目を省略す
ることができる。
　　【参考】事業計画全体における経費明細表（又は実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	事業年度
	補助事業に要する経費
（A）＋（B）
	国庫補助金（A）
	自己負担金（B）

	①　平成　　年度
	
	
	

	②　平成　　年度
	
	
	

	③　平成　　年度
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　　　  注１：事業計画全体における国庫補助金の合計額は、２０，０００千円以内とすること。
ただし、認定総合化事業計画及び認定農商工等連携事業計画の取組については、国庫補助金の合計額は、３０，０００千円以内とすること。
　　　 注２：事業実施後は、実施年度ごとに実績額を記入すること。
ウ　平成　　年度の事業計画（又は事業実績）
　（ア）事業実施内容及び実施時期
	実施時期
	実施内容

	
	計　　画
	実　　績

	第１四半期

（４～６月）
	
	

	第２四半期

（７～９月）
	
	

	第３四半期

（10～12月）
	
	

	第４四半期

（１～３月）
	
	


　　　　注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
（イ）事業の中心となる団体・企業等の概要
	項　目
	概　　　要

	１　名称
２　所在地
３　代表者名
４　設立年月日
５　資本金

６　累積損失の有無
７　従業員数
８　業種
	


（ウ）主要原料の取引を行う農林漁業者等の概要
	
	農林漁業者等
	所　　在　　地
	対象農林水産物
	作付面積等
	出 荷 量
	販 売 額

	
	
	
	
	      (ha)
	      (ﾄﾝ)
	    (百万円)


注：直近年度の作付面積等、出荷量、販売額等を記入すること。

（エ）開発する商品（又は開発した商品）の状況

　ａ　開発する新商品名（仮称を含む）及び概要

	
	計　　画
	実　　績

	新商品名
	
	

	概　　要
	
	


　　注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
　　ｂ　開発する新商品に関する検討状況

	
	検討状況
	実　　績

	仕入れ先の確保の状況
	
	

	製造過程における技術的課題
	
	

	販売価格の設定及びその考え方
	
	

	事業の実施体制
	
	

	その他
	
	


注１：検討状況欄には、計画策定時の検討状況を記入すること。
注２：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

（オ）開発・製造・販路開拓等の実施に係る連携体制
	概略図（産地、農林漁業者、開発・製造企業、研究機関、販路開拓する者等
の連携参加者の構成及び役割）

	


　　　　注：連携に参画する団体・企業等の名称及び役割を明記すること。
	開発、市場評価、販路開拓等に参画するスタッフの所属・役職名

	


（カ）新商品開発の実施

ａ　試作品の製造に関するリース・レンタル機器等内訳
	名　称
	数量
	単 価
	金 額
	型式等
	処理能力
	設置場所
	備  考

	１．○○○
２．△△△
：

	台
○
：
：
	円

	円

	〇〇型
△No△
：
	ﾄﾝ/日

	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	　　　
名　称
	機器の必要性及び用途

	１．○○○
２．△△△
：
	


　ｂ　試作品の製造に関する資材の購入の内訳

	資材名
	購入量
	備考

	
	
	


ｃ　成分分析の実施
	実施時期
	分析の種類・品目
	実施場所
	備　考

	
	
	
	


　　　　注：開発商品の安全性や機能性等を確認するための成分分析について記入すること。
　
（キ）市場評価の実施

　ａ　市場評価の実施
	　　　
	実施時期
	実施内容
	実施場所
	対象者
	試供品の

作成・提供数

	計画
	
	
	
	
	

	実績
	
	
	
	
	


　　　　注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
　　　　ｂ　アンケート調査の実施

	
	調査内容
	調査対象
	調査票作成部数

	計画
	
	
	

	実績
	
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
ｃ　パンフレット等の作成
	
	内　容
	作成部数
	主な配布先

	計画
	
	
	

	実績
	
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
（ク）販路開拓の実施
　　　　ａ　商談会等への出展
	
	開催時期
	開催名称
	開催内容
	開催場所
	来場対象者
	試供品の
作成・提供数

	計画
	
	
	
	
	      
	

	実績
	
	
	
	
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
ｂ　パンフレット等の作成
	
	内　容
	作成部数
	主な配布先

	計画
	
	
	

	実績
	
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
（ケ）主要原料取引計画及び売上計画　
ａ　主要原料取引計画の概要
	主要原材料名
	初年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	うち契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	

	

	主要原材料名
	第２年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	うち契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第３年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	うち契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　　注１：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。
　　　　注２：農林漁業者等が自ら商品開発に取り組む場合には、当該取組に使用される原料(自らの生産
に係る農林水産物等）について記入すること。

ｂ　売上計画の概要
	製品名
	販売先
	初年度
(平成　年)a
	第２年度
(平成　年)
	第３年度
(平成　年)b
	b/a

	
	
	千円

	千円

	千円

	%



	計
	
	
	
	
	


注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。

②－２　販路開拓（※販路開拓から取り組む事業の場合は、以下の様式により記載）
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	（計画名）
（本事業着手に到る経緯）
（事業目標）


	成果（実績）

	


　　　　注１：事業目標欄には、販路開拓に取り組む商品の概要（国産原材料や加工技術等の商品の特徴）、
販路開拓の戦略、本事業による取組内容等を記入の上、達成すべき成果（売上高等）を明記すること。
注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

　　【参考】経費明細表（又は実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	事業年度
	補助事業に要する経費
（A）＋（B）
	国庫補助金（A）
	自己負担金（B）

	
	
	
	


注１：国庫補助金額は、５、０００千円以内とすること。
ただし、認定総合化事業計画及び認定農商工等連携事業計画に係る事業については、国庫補助金額は、１０，０００千円以内とすること。
　　　 注２：事業実施後は、実績額を記入すること。
　
イ　事業内容
（ア）事業実施時期及び実施内容

	実施時期
	実施内容

	
	計　　画
	実　　績

	第１四半期

（４～６月）
	
	

	第２四半期

（７～９月）
	
	

	第３四半期

（10～12月）
	
	

	第４四半期

（１～３月）
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
（イ）事業の中心となる団体・企業等の概要
	項　目
	概　　　要

	１　名称
２　所在地
３　代表者名
４　設立年月日
５　資本金

６　累積損失の有無
７　従業員数
８　業種
	


（ウ）主要原料の取引を行う農林漁業者等の概要
	
	農林漁業者等
	所　　在　　地
	対象農林水産物
	作付面積等
	出 荷 量
	販 売 額

	
	
	
	
	      (ha)
	      (ﾄﾝ)
	    (百万円)


注：販路開拓に取り組む商品の原料取引を行う農林漁業者等の直近年度の作付面積等、出荷量、販売額等を記入すること。

（エ）販路開拓等を実施する商品名

	


（オ）販路開拓等の実施に係る連携体制
	概略図（産地、農林漁業者、開発・製造企業、研究機関、販路開拓する者等
の連携参加者の構成及び役割）

	


　　　　注：販路開拓に取り組む商品の開発・製造・販路開拓等の連携に参画する団体・企業等の名称及び
役割を明記すること。

	販路開拓等に参画するスタッフの所属・役職名

	


　　　（カ）販路開拓の実施
ａ　商談会等への出展
	
	開催時期
	開催名称
	開催内容
	開催場所
	来場対象者
	試供品の
作成・提供数

	計画
	
	
	
	
	      
	

	実績
	
	
	
	
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

ｂ　パンフレット等の作成
	
	内　容
	作成部数
	主な配布先

	計画
	
	
	

	実績
	
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

（キ）主要原料取引計画及び売上計画　
ａ　主要原料取引計画の概要
	主要原材料名
	初年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第２年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第３年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


　注１：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。
　注２：農林漁業者等が自ら商品開発に取り組む場合には、当該取組に使用される原料(自らの生産
に係る農林水産物等)について記入すること。

ｂ　売上計画の概要
	製品名
	販売先
	初年度
(平成　年)a
	第２年度
(平成　年)
	第３年度
(平成　年)b
	b/a

	
	
	千円

	千円

	千円

	%



	計
	
	
	
	
	


注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。
③　交流会の開催
　ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


注１：目標（達成すべき成果）欄には、達成すべき定量的な目標について記入すること。

注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
　　　イ　事業内容
交流会、展示・商談会等の開催                                
	名　称
	開催時期
	開催場所
	参加者構成
及び人数
	主　な　内　容
	資料印刷
部数

	
	
	
	         人
	
	部


　　　　注：参加者構成及び人数欄には、業種別に記入すること。
　　　
	開催案内
配布部数
	主な配布先

	部

	


　　
④　６次産業化人材育成研修会等の開催　
　ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


注１：目標（達成すべき成果）欄には、達成すべき定量的な目標について記入すること。

注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

　　イ　事業内容
　　　　　研修会の開催
	研修名
	開催時期
	開催場所
	参加対象業種
及び人数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	


	研修名
（つづき）
	講師所属
	テキスト
作成部数
	開催案内資料の作成
	備　考

	
	
	
	作成部数
	主な配布先
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


⑤　報告書の作成
	主　な　配　布　先

	
	部



